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○笠井委員  

日本共産党の笠井亮です。初めに、国民投票法案をめぐる論点協議の問題について述べたいと

思います。 
 我が党は、本委員会の理事会、理事懇談会において、いわゆる憲法改正国民投票法制に関する

論点協議を行うこと、そのことを初めとして、国民投票法案づくりの具体化の動きには、三つの

理由から反対であります。 
 第一に、憲法改正の国民投票法案は九条改憲の条件を整えることを目指すものであり、我が党

はその審議を目的の一つとする憲法調査特別委員会の設置そのものに反対してきました。その後、

自民党が九条二項を削除し自衛軍の保持と海外での武力行使を可能とする新憲法草案を党大会で

決定し、民主党も九条改憲を方向づける憲法提言を発表されています。さらに、日米間で在日米

軍基地の再編強化、自衛隊との一体化などを推し進めていることなど、この間の経過は何のため

の国民投票法案であるかを鮮明にしております。こうした中で、国民投票法制定の最大のねらい

は、この改憲を国民投票の名で国民に押しつけることにほかなりません。国民投票法制の論点協

議は、こうした憲法改悪の条件整備を一層進めるものであり、反対であります。 
 第二に、改憲推進の立場が本委員会の多数を占め、現実に、自民党、民主党などがそれぞれ新

憲法草案、憲法提言を公表し、公明党が加憲の立場を表明している今日においては、そうした協

議が改憲案を通しやすい制度設計を行おうとするものになることになるからであります。 
 本委員会でも、自民党の委員は、国民投票運動について、公務員や教育者がその地位を利用し

て行う国民投票運動、組織的で弊害がある、あるいは、何が組織的で弊害があるかはあいまいな

外国人の国民投票運動は禁止すべきと主張されました。また、何らかのメディア規制も視野に入

れている発言もありました。このような、国民の目、耳、口を封じることを主張しているところ

にも、できるだけ国民の投票運動を抑え込んで、何が何でも改憲案を通しやすいものにしようと

する意向があらわれていると言わなければなりません。 
 また、憲法改正と結びつけるのではなく、公正中立なルールをつくることが重要との主張もあ

りますが、改憲推進勢力から既に改憲の提案が公表され、具体的な改憲の動きと憲法改正国民投

票法制定の動きがまさにセット、二人三脚で進められている中で公正中立なルールづくりなどで

きるのかという批判の声が国民の間からも上がっていますが、まさにそういうことだと思います。 
 第三に、九条を改憲して我が国を戦争をする国に変えてしまうことなど国民のだれも望んでお

らず、そのことに道筋をつける国民投票法制の論点協議は国民の要求に反するものであるという

点です。 
 昨年の海外調査でも、欧州各国の国民投票は、国民がみずからの民意を反映するためのものと、

権力の側が民意を統合するためのものと、両方の可能性を持っていることが明らかになりました。 
 今日の一連の論議は、国民が民意を反映する形で起こっているのではありません。一昨日発表

されたＮＨＫの世論調査の結果を見ますと、改憲のための国民投票法案について、「よく知ってい

る」は三％、「ある程度知っている」は二四％であり、「あまり知らない」は四八％、「まったく知

らない」は一八％で、六六％の人がこの法案について知らない。これは、国民が主体的、積極的

に改憲を望んでいないことの反映であります。「よく知っている」、「ある程度知っている」人でさ

え、「憲法改正に必要な手続きを整えておくために早く法案を成立させるべきだ」が二三％に対し

て、「憲法改正に賛否両論があり、法案は時間をかけて議論すべきだ」、「今の憲法を改正する必要

はなく、法案は必要ない」が合わせて七六％でありました。国民投票法制の論点協議を始めるこ

とによって国民世論を喚起する効果をねらっているとすれば、全く本末転倒だと思います。 
 幾つかの論点について述べたいと思うんですが、以上三点述べましたが、この際、関連して、

国民投票制度の整備は憲法改正の準備だけではなく国民に憲法改正を否決する機会を与えること



でもあり、我々が一方的に憲法改正に向けたものと決めつけることは国民主権原理にも反するの

ではないかという御主張がありました、これに対して一言触れておきたいと思います。 
 憲法九十六条が改正について国民の承認を義務的に求めていることからすれば、国民投票制度

の整備は紛れもなく憲法改正の準備であります。しかも、憲法制定後約六十年間つくられてこな

かった法律をにわかにつくろうとの動きが出ているのは、改憲案を準備し、改憲を政治日程にの

せようとしている動きと歩調を合わせたもので、今日の客観的事実からも、改憲のための準備で

あることは間違いありません。 
 国民投票法制の整備は国民に憲法改正を否決する機会を与えるではないか、こういう御議論も

ありますが、私はこれには違和感を覚えます。なぜなら、憲法九条改憲を望んでいない国民の立

場からすれば、望まない改憲案を一方的に提案されるわけで、それを否決するための機会が与え

られても、どれほど有益なのか疑問を持つのではないか。九条改憲案が否決されたからといって、

戦後長きにわたって九条に反する政治を行ってきた自民党がその政治を変えるとは限らないわけ

で、そのようなことに労をとられるのは国民にとっては甚だ迷惑なだけではないか、こういう思

いもいたします。改憲を望んでいない国民の意思の表明は、国民投票で改憲案を否決することだ

けに限られるものではありません。国会に改憲案を発議させないこと、国民投票を行わせないこ

とも、国民が主権を行使する重要な内容の一つであると考えます。 
 次に、与党委員からは、憲法改正がもう目の前に来ている、その中で手続法を整備する大きな

責任がある、こういう御意見や、改憲に直結する大事な法案だ、さらには、九条を最大の論点と

して加憲論議を進めているが、その道筋を定めるべく早期に成立させたいという御議論もありま

す。国民投票法制と改憲内容が一体不可分とされていることは明らかだと思います。 
 そこで、関連して、今日の憲法論議に当たっての基本的問題について幾つか述べたいと思いま

す。 
 まず、今日の改憲論議が憲法の基本的な原則を踏まえたものかどうかという問題ですが、新憲

法の制定、新しい憲法の構想と言い方はさまざまですが、要するに、現憲法とは異なる新たな憲

法をつくるという志向があらわれていると私は見ています。憲法九十六条二項は、憲法改正につ

いて「この憲法と一体を成すものとして、」を規定しておりますけれども、その趣旨は、現憲法の

基本原理、基本的な価値を変更するような改正は許されないということであります。 
 憲法学界においても、憲法改正権は憲法制定権の行使によって制定された憲法典の中に創設さ

れた権限であること、したがって、憲法典の同一性、継続性を前提とする権限であることから、

日本国憲法の基本原理の否定は法的には不可能だとされております。ところが、例えば自民党の

新憲法草案を見ても、立憲主義の問題でも、平和や人権の問題でも、現憲法の基本原理を丸ごと

改変するものとなっております。 
 憲法というのは言うまでもなく最高法規であり、授権規範であるとともに公権力を制限する制

限規範であることは、憲法調査会でも繰り返し指摘されてきたことであります。この点で、日本

国憲法は、例えば前文で、「政府の行為によつて再び戦争の惨禍が起ることのないやうにすること

を決意し、」と侵略戦争の反省と不戦の宣言をしておりますが、同時に、戦争を起こすのは政府で

あって、その政府の手足を縛るという考え方が示されております。 
 ところが、自民党の新憲法草案では、前文を全文書き改めて、今引用した部分をそっくり落と

す一方で、「帰属する国や社会を愛情と責任感と気概をもって自ら支え守る責務を共有」という表

現で国民の責務を盛り込んでおります。これは、権力への拘束を解除して国民に責務を強要する

もので、日本国憲法とは全く性格の異なる憲法に改変することにほかなりません。 
 日本国憲法の恒久平和の原則についてはどうか。 
 これを見ますと、日本国憲法は、第二章を戦争放棄として、九条第一項で戦争と武力による威

嚇または武力の行使を永久に放棄することを宣言し、それにとどまらず第一項の宣言を実行する

ために第二項で戦力の不保持と交戦権の否認を定めて、徹底した平和主義を貫いております。そ



して、前文で、「平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して、われらの安全と生存を保持しよう」

として、日本国憲法のアイデンティティーに当たる、平和のうちに生存する権利、いわゆる平和

的生存権をも述べております。これは、軍事力による平和ではなく、積極的な外交による平和を

実現しようという高い決意に立ったものにほかなりません。 
 しかし、自民党の新憲法草案にはそうした積極的な外交努力によって平和を構築しようとする

思想は見られず、専ら軍事一辺倒と私は読みました。前文から平和的生存権を取り払い、侵略戦

争の反省と不戦の宣言を落としてしまって、積極的な外交によって平和を構築しようという気概

を放棄していると言わなければなりません。その上で、新憲法草案は、第二章も戦争放棄ではな

く安全保障に書きかえて、九条二項を削除し、自衛軍を保持することと、自衛軍の活動として国

際社会の平和と安全を確保するために国際的に協調して行われる活動というものを規定しており

ます。これは、現憲法の平和主義の原理の根底そのものを変質させるものだと思います。 
 この新憲法草案によって何が変わることになるか。 
 現憲法のもとでさえ、違憲の存在である自衛隊を戦場であるイラクに派兵していますけれども、

新憲法草案によって、今度は武力行使も含む自衛軍の海外派兵を可能にすることになります。し

かも、国際社会の平和と安全を確保するために国際的に協調して行われる活動としておりますけ

れども、内実は、専ら米軍が起こした戦争に日本が積極的に協力、加担することになる。さらに、

テロとの闘いを口実に、今進められている米軍再編、米軍と自衛隊との一体化、日米同盟の地球

的規模の拡大を後押しするだけでなく、憲法上も一層強力に推し進めるものとなっております。 
 軍隊の保持とその行動だけでなく、人権や統治機構の分野でも軍事が貫かれている、私はそう

読みました。七十六条で軍事裁判所を設置することや、社会的儀礼、習俗的行為の範囲という言

い方で天皇や首相の靖国神社参拝を可能とする二十条の改変。二十九条の財産権の規定でも、例

えば米軍用地の移転、整備、拡張を公益の名のもとに国民の財産権を制限して行えるようにする

ことまで規定しております。自民党は、新憲法草案によって新しい体系をつくると述べておりま

すけれども、これらの改変によって、まさに戦争国家体制を目指していると言わなければいけな

いと思います。 
 加えて重大なことは、今出されている改憲議論や提案が、同時に国民主権、基本的人権、議会

制民主主義、地方自治という日本国憲法の民主的原理の全般にわたって根本的な制約を持ち込も

うとしていることであります。 
 こういう中で、改正手続についても、新憲法草案は九十六条の要件を緩和することを提起して

います。現在の改正手続は、言うまでもなく衆参の両方が一致して三分の二以上の賛成がなけれ

ば改憲案を発議できないわけでありますけれども、新憲法草案によりますと過半数で可能になる。

しかも、衆議院、参議院のどちらかの過半数の発議から始めることができる。二回目、三回目の

改憲の発議を容易にすることにねらいがあることは明らかだと思います。 
 自民党委員から、新憲法の制定であっても現憲法の基本原則は引き継ぐという発言がありまし

たけれども、新憲法草案は現憲法の基本原理を大きく変えて変質させております。それを九十六

条の改正手続に基づいて改憲をやろうというのはとんでもないことだと思います。そのような日

本国憲法の改変は許されないことを重ねて強調しておきたいと思います。 
 今、世界では、憲法九条を、国際社会の平和秩序をつくっていく上で指針にする、とりわけ東

アジアでの平和と安定の秩序をつくる上での指針として評価する動きが広がっております。いろ

いろな動きがありますけれども、国連関係者からも高い評価が寄せられております。 
 この間、国連開発計画、ＵＮＤＰのマーク・マロックブラウン当時の総裁は、参議院の憲法調

査会が国連を訪れた際に、日本の憲法が高い価値として示している平和や発展、人道的安全保障

といったものは国連、ＵＮＤＰでも高い価値として評価されています、こう述べました。 
 国連安保理が設立した元旧ユーゴ戦犯国際法廷裁判長のアントニオ・カッセーゼ氏も、日本の

外務省が開いたセミナーで、日本国憲法九条は戦争や戦争に関する行為に訴えることを禁止して



おり、すばらしい規定です、第二次大戦に敗戦したドイツ、日本、イタリアの中で日本の憲法が

ぬきんでてすぐれていると思います、第九条は非常にすばらしい規定であり、この規定が改正さ

れないことを切に願いますと強調しております。 
 開発を通じて平和構築に取り組んでいる国連機関の責任者や、民族間の集団殺りくを裁いた国

際法廷の裁判長が、そろって憲法九条を高く評価していることは、重い意義を持つものだと考え

ます。 
 私が強調したいのは、今世界で憲法九条への新たな注目と評価が寄せられているのは偶然では

ないということであります。その根底には、世界の大きな構造変化があるということを指摘した

いと思います。 
 戦後、植民地体制が崩壊し、新たに独立をかち取った国々は、国連憲章に基づく世界の平和秩

序を築く重要な担い手となりました。植民地体制が崩壊した後、世界各地にアメリカを中心とす

る軍事同盟体制がつくられましたが、この体制も、今ではその多くが解体、機能不全、弱体化に

陥り、それにかわって仮想敵国を持たない平和の地域共同体が広がっております。さらに、米ソ

対決の構図が崩壊したことが、世界の平和秩序、平和のルールを求める諸国民の運動の新たな発

展の条件をつくりました。これらの世界の構造変化は、イラク戦争に際して地球的規模で沸き起

こった空前の平和の波となってあらわれました。戦後六十年を経て国際政治の現実が憲法九条が

掲げた理想に近づいてきている、ここに今日の世界の新しい特徴があることを申し上げたいと思

います。 
 最後に、改めて、国民は憲法九条改憲のための国民投票制度は望んでいないことを強調してお

きたいと思います。私も紹介議員になりましたが、本委員会にはこの法整備に反対する請願が届

けられております。また、各界からも意見書が寄せられており、このことを重く受けとめるべき

だと思います。 
 滋賀県弁護士会がことし一月三十一日に発表した憲法改正国民投票法案の国会提出に反対する

会長声明は「今回の法案提出の動きは、憲法九条の変更を企図したものであることは明らかであ

る。九条の改変と無関係に、中立的な意味で、法の制定の動きがあるわけではない。」と明確に指

摘しております。 
 また、中国新聞の社説「改憲への動き なぜ急ぐ「国民投票法」」の中でも「改憲の前提となる

重要な法案なのに唐突すぎないか。国民を置き去りにして一気呵成に進む危険性を感じる。「平和

憲法」の果たしてきた役割をじっくり考え、議論をさらに深める必要がある。」「「改憲ありき」で

数の力を頼りに押し切ることがあってはならない。」こう警告しておりますが、まさに正論だと思

います。 
 最近の毎日新聞の世論調査では、日本国憲法が戦後の平和維持や国民生活の向上に役立ったと

評価する人が八割に上っております。九条の会は全国四千五百を超える勢いであります。 
 今日、憲法問題で問われていることは、日本国憲法の価値を再評価し、それを政治や社会など

の各分野に生かすことであり、改憲の道筋をつけることではない、このことを重ねて強調して発

言としたいと思います。 
 ありがとうございました。 
 
◆中山委員長  

これにて基調となる御意見の開陳は終わりました。 
    ――――――――――――― 
 

 

 

 



◆中山委員長  

それでは、まず、葉梨康弘君。 
◆葉梨委員  

貴重な御意見をありがとうございました。特に前半、笠井委員に幾つか質疑をさせていただき

まして、それから発言をさせていただきたいと思います。自民党の葉梨康弘です。 
 一緒にヨーロッパに視察に行かせていただきましたので、余り感情的な論争にならないように

と思いますけれども、我が党の新憲法草案について、何か自民党が戦争に突っ込んでいるような、

いろいろと詳細な御意見を承りましたが、まず冒頭、自民党は、今の憲法の基本原則、大変これ

は評価しておりますし、また平和国家日本が新しい時代を生き抜くためにどうしたらいいのか、

こういうことを真剣に考えているんだということを申し上げたいと思います。 
 そして、そういった新憲法草案、あるいは公明党が加憲を言い、そして民主党が創憲を言うと

いうことがあるので、この国民投票制度をつくっては改憲への道筋をつくる、そういうような御

意見だったと思いますけれども、まず第一問ですが、各政党が、政治団体ですから、それぞれが

憲法について立場を明らかにする、このこと自体について笠井委員はどのようにお考えになられ

ますでしょうか。 
○笠井委員  

御質問ありがとうございます。葉梨議員とは、欧州の調査も御一緒しまして、いろいろな点で

共通に感じたこともありましたし、そして憲法問題あるいは国民投票法案ということについてい

ろいろと意見交換もする機会がありました。そして、委員会で今御質問もいただきました。 
 自民党の新憲法草案については、お立場ということで述べられましたが、私は先ほども述べた

ようなことで、実際に提案されていることが平和原則を守るどころかそれを根本的に変えるもの

だということは申し上げたので、それは私はこれ以上はお答えですので申し上げませんが、憲法

問題についてということでいきますと、言うまでもなく国の基本問題であります。憲法について

政党自身がそれぞれどういう見方をするか、そして憲法についてどういうスタンスをとるか、そ

れは政党として当然それぞれ立場があっていいことだと思います。 
 大事なことは、しかしやはり戦後六十年たつ中で、この日本国憲法がどういう形でできたか、

どういう教訓に基づいてできたか、そういうことをきちっと踏まえながら、やはりその憲法を、

どういうふうなことを国民の立場から大事にしていくということで、政党としては責任を持つこ

とが求められているのではないかということを強く感じておりますし、国際社会の動きの中でも、

戦後政治の出発点、土台があるわけですから、それとの関係でも、政党が責任を持って、憲法に

対してどういう立場をとるか、このことはそれぞれが考えることだと思います。 
 
◆葉梨委員  

短くお願いいたします。それと、御意見の中で、九条の改正など国民はだれも望んでいないと

いうような御指摘ございましたけれども、その根拠をお願い申し上げます。 
○笠井委員  

さまざまな世論調査の中で、憲法九条が平和に役立ってきたという調査もかなり出ております。 
 そして、私が申し上げたいのは、やはり憲法九条ということで、国民の多くの方々、戦争体験

者も含めて、あるいはそれを引き継ぐ方々も含めて、九条を改変することによってこの日本を戦

争する国にするということになりますと、これは明らかにそんなことはだれも望まないと、もう

言下に答えるというのが明確だと思います。 
 そういう点でいいますと、やはり新憲法草案の中身にかかわりますが、実際には、第一項を残

しながらも、第二項を変えて自衛軍にしながら、そして海外に出ていく。そして、今、日米同盟

という立場を自民党はとっていらっしゃいますけれども、そういう形でいきますと、これはやは

り戦争をする国づくりになる、まさにそういうものだということで、私は、それに対して国民は



望んでいないということは明確だというふうに思っております。 
 
◆葉梨委員  

民主主義でございますので、自民党の持ち時間の中で共産党さんにもしっかり発言をしていた

だきました。 
 それで、申し上げますけれども、九条の改正などだれも望んでいない、各種の世論調査によれ

ばということですが、改憲を望むというような形での国民の世論というのが、六割が望む、そう

いうような世論調査があるということも指摘をさせていただきたいと思います。 
 これから以降は、質問というよりも笠井委員がおっしゃられたことについての批評ということ

になりますが、否決をするために国民の労をとられる、これは非常に非効率な話であるというよ

うな御指摘がございまして、怒らないでいただきたいんですが、久しぶりに効率的民主集中制の

議論を聞かせていただいたという感じがいたします。 
 しかしながら、民主主義というのは、これはたしかチャーチルでしたか、やはりこれは大変無

駄というか非効率なものです。本来、非効率なもの。そして、国民の声というのは丹念に丹念に

やはり聞いていかなければならないだろうと思います。ですから、否決をするために国民に無駄

な労をとらせるというのは、私自身は、今の民主主義の本当の原則からちょっと外れた発言じゃ

ないかなというような感じを持っています。 
 そして、次に、基本原則を変えるか変えないかということについてお話がございました。 
 ともに笠井委員と一緒に欧州を回ってまいりまして、基本原則については、憲法上、明らかに

ほかの条項と違えた形で改正手続をつくっている国もございました。これは、スロバキアあるい

はスペイン。スロバキアの場合は、むしろ基本原則を変えるに当たっては国民投票を用いない。

スペインについては、基本原則を変えるに当たっては極めて過重な形で国民投票あるいは国会で

の議決、これを持つというような形です。 
 それを当然ごらんになっての上だと思うんですけれども、このように、世界の憲法典において

は、基本原則を変えないんだったら変えないで、これはしっかりとそこのところを書いているわ

けです。もしも今の笠井先生の御指摘のようなことであれば、やはりそこのところは、もしその

ような改憲が必要ということであれば、九十六条自体をしっかり変えて、基本原則についてはよ

り過重な改正の手続をとらなければならない、そういうようにしなければならないんだろうとい

うふうに思っています。 
 そして、もう一つ申し上げますけれども、憲法改正の国民投票、これについては九条の改憲を

前提としてだというようなお話がございましたけれども、決して私どもはそうは考えてはおりま

せんということをもう一つ申し上げておきたいと思います。 
 あと二、三分でございますので、制度設計に関する話として、私から幾つか発言をさせていた

だきたいと思います。 
 自民党の中でもいろいろと幾つかの議論がありました。まず、最低投票率の議論について党内

でもいろいろと議論をしていまして、最低投票率を設けるべきではないかというような御議論が

あるにはあったんです。しかしながら、私は、先ほど申し上げましたけれども、別にこの国民投

票の制度というのは九条の改憲を前提としているわけではない、その意味からも最低投票率とい

うのは設けない方がいいのではないかなというふうに思いました。 
 なぜならば、諸外国を調査いたしましたところが、意外と、憲法といってもいろいろな形の多

岐にわたるものがございます。したがいまして、条項によりましては、国民に余り関心のない条

項について改正をするということも間々行われる。そのときに、投票率というのは、この間のＥ

Ｕ憲法、これについて、これはスペイン憲法ではございませんけれども、スペインで国民投票を

した折にはたしか三〇％程度の投票率であった。スイスにおいても、これも憲法ではございませ

んけれども、国民投票の投票率が大体四〇％台。これはイシューによって、イシューが非常に国



民に関心の高いテーマであれば確かに高くなりますけれども、例えば統治機構に関する問題であ

るとかそういった問題について、必ずしも投票率が高くならない可能性もある。 
 では、かといってそれで無効にしてしまったら、まさにそういう部分というのは日本の国の、

特に統治機構ですから、本当に技術的な部分、これについての改正を非常にやりづらくしてしま

う、そういうことで最低投票率という制度は私は設けない方がいいのかなというふうに思います。 
 それから、前回も申し上げましたけれども、一般の国民投票の関係ですけれども、これはオー

ストリアにおいて、先にまず憲法改正の国民投票制度というのをつくって、そしてその後に諮問

的国民投票というのを付加的につくった、このことは大変私は参考になると思います。直接民主

制的な手法について私自身も個人的な誘惑はありますけれども、我が国の政治文化の中ではこの

国民投票というのは行われていない。その中で、まず憲法改正というのを先にして、そして諮問

的な国民投票を付加的につけた、そういう国もあるんだということを一つは指摘しておかなけれ

ばならないというふうに思います。 
 それから、笠井先生の御指摘の中で、与党がつくると何か改憲案を通したいような制度設計に

なるんじゃないか。（発言する者あり）いや、これは政治活動の規制ですね。それについてそうい

う御指摘があったかと思いますけれども、ただ、今ここで私どもがやっています議論といいます

のは、今の政治資金規正法、それから公選法、そこら辺とのまさに調整の議論であって、非常に

技術的な議論をさせていただいているんだということをつけ加えて、指摘をさせていただきたい

と思います。 
 以上で質問時間は終わりました。私からの発言は終わらせていただきます。ありがとうござい

ます。 
 
◆中山委員長  
次に、鈴木克昌君。 

◆鈴木（克）委員  

民主党・無所属クラブの鈴木でございます。 
 私からも、今回の憲法改正国民投票制度について発言をさせていただきたいと思います。 
 まず、国民投票制度制定の必要性について申し上げたいわけでありますが、そして、そのこと

について笠井委員にちょっと御質問したいと思います。 
 日本国憲法は九十六条に憲法改正を予定した規定を置いておるわけであります、このことは申

し上げるまでもありません。ところが、憲法制定から六十年を経過した現在に至るまで具体的な

改正手続を定めた法律を制定していない、このことも御案内のとおりであります。私は、国民主

権原理から見て、憲法改正において主権者国民の意思が反映される、そういうことが最も保障さ

れなくてはならない、したがって、そういう立場からいきますと、この国民投票法の成立という

のは、やはり早期に図られるべきだと考えます。 
 国民の目線に立って私は笠井委員にお伺いしたいんですが、先ほど委員は三つの点を指摘され

ました。その中に、憲法改悪の条件整備を進めるものだ、それから、改憲案を通しやすい制度設

計なんだ、そして、戦争への道筋をつくる、こういうことでおっしゃったわけでありますが、先

ほど申し上げましたように、九十六条に憲法改正を予定した規定があるわけですね、しかも、そ

のことについての法律が制定されておらないわけですから、私は、冒頭申し上げた国民の目線か

らいって、規定の中にあるものを制定するということに対して何でそんなにあれなのかなと。し

かも、先ほどおっしゃったような、繰り返しませんけれども、こういうことに決めつけていかれ

るということについて、もう一度、短くて結構でございますので、お教えいただきたいと思いま

す。 
○笠井委員  

ありがとうございます。 



 私は、平たく申し上げて六十年間なかったじゃないかという話なんですが、現実にこれまで国

民がなくて困ったわけじゃないと思うんです。ないからといって、国民の側から怠慢だったじゃ

ないかと国会に対して言われたということはなかったと思うんです。 
 そういう点でいいますと、現実に、一回、一九五〇年代に当時の自治庁が国民投票法案を出そ

うとしたときがありましたけれども、それも九条を変えるためじゃないかということがわあっと

問題になりまして、結局引っ込めるという事態がありましたけれども、国民の側から見れば、い

よいよ憲法は、いろいろな状況を見たときに、ここは変えるべきだという国民の多くの気持ちが

あるときには、その手続上、九十六条があって、国民投票法案ですから、手続の法案が必要だと

いう声がわあっと上がるのは当然だと思うんですが、そうなってこなかったということは、国民

の側からすると、そういう必要性というのが上がってこなかったじゃないかと。 
 今なぜ上がったかというと、現実には政治の舞台で、政党の中から、先ほど申し上げましたけ

れども、憲法を変えようという動きや提案というのが出る中で、むしろ、そういう政党の側から

憲法改正提案とあわせてその前提となる手続をつくろうじゃないかという議論が起こってきたと

いう経過がありますので。国民の側からすると、今ないことで何か困っているのかというと、そ

ういうことじゃないんじゃないかということでありますので。だから、それは必要なときに、国

民が思ったら、九十六条に基づいて投票法案をつくればいいじゃないかと。それでいいんだとい

うふうに思っております。 
 
（略） 

 
◆中山委員長 次に、桝屋敬悟君。 
 
◆桝屋委員  

公明党の桝屋敬悟でございます。 
 本日のこの特別委員会、笠井委員の発言によりまして、一気に憲法の中身まできょうは議論が

行ってしまったなと感じているのでありますけれども、今までのお二方の質疑、発言に続く話を

笠井委員に確認させていただきたいと思っております。 
 先ほどからお話を伺っておりまして、笠井委員は、憲法九十六条の改正規定にもかかわらず、

こうした手続法、いわゆる国民投票法がつくられてこなかったのは、国民が憲法改正を望んでい

ないんだ、手続法を必要としなかったと。また、そこは言葉をつけられて、憲法九条改正を前提

としたというふうにおっしゃったわけでありまして、そこは聞いている国民は若干違和感がある

のではないかと私は思っております。 
 私は、笠井委員に、国民が憲法改正を望んでいない、望んでこなかった、したがって手続法が

なかったんだ、こういうことは認識論として、今日までの認識論として百歩譲って、そうなのか

な、こう思っているわけでありますが、しかし、ただいまの現状、政党がとおっしゃったけれど

も、国民の皆さんも、先ほど話が出ました世論調査の中でも、憲法総体としては六割ぐらいの方

が改正ということも必要ではないか、賛成だという声もあるわけでありまして、政治はやはり一

歩先を見て議論をしていかなければいけない責務があるわけでありますが、憲法全体の改正は、

九条に特化した、九条を前提としたという言い方で常に冠をおつけになるわけでありますが、憲

法全体としてはどのようにお考えなのか、重ねてお伺いしたいと思います。そして、世論の動向

をどう把握しておられるのか、感じておられるのか、伺いたいと思います。 
○笠井委員  

ありがとうございます。 
 私たちは、憲法について言いますと、憲法の全条項を擁護する立場ということでありまして、

そういう点でいうと明確な立場をとっております。 



 世論との関係ということで言われましたけれども、今、抽象的な議論ではなくて、現実に国民

の前には九条という問題を核心的なものとする、自民党の案も、先ほど葉梨委員からお話があり

ましたが、実際にはいろいろやっても九条が焦点になるということでいろいろ御議論されている

わけですし、それから、公明党でも加憲ということでいうと、斉藤委員も別の場所で九条を焦点

にするということで、大いにそこは議論の焦点だと言われましたが、そういう問題が出てきてい

る中で、実際には、憲法一般というよりも、具体的に言うと、憲法九条についてどうするかとい

うことが現実問題になっているわけですから、そういう中での問題としてきちっと見ていく必要

があるし、基本原則という点でもそことの関係で申し上げたということであります。 
 
◆桝屋委員  

別の聞き方でもう一問だけお尋ねしてみたいと思います。 
 先ほどの説明の中でも、手続法がなくて困っていない、困っていないんだ、こういう御説明を

されたわけでありますが、この委員会でも、先週もありました、憲法九十六条の関係から立法の

不作為の議論がなされましたけれども、恐らく笠井委員におかれては、困っていると、こういう

表現でありましたが、まさに国民の権利が明白に侵害をされているというような場合は確かに立

法の不作為ということは言うだろうけれども、状況はそうではないんじゃないか、こういう認識

かと思いますけれども、戦後六十年、九条の問題を言われておりますけれども、例えばプライバ

シー権や地方自治、さらには環境権など、以前の国会で個人情報保護法の議論をしたときも私自

身は最高規範としてのプライバシー権あたりがどうしても必要だなと感じた次第でありますけれ

ども、そうした国民の権利を、より保護する、明白な侵害ということもあるんでしょうけれども、

より保護するという立場から、最高規範として検討しなければならないテーマは既に存在してい

るというふうに私は思っておりますが、そのあたりのお考えを短くお尋ねしたいと思います。 
○笠井委員  

立法の不作為と言われましたけれども、これは言うまでもないですが、この問題というのは国

家賠償請求訴訟に関連して使われる法律用語でありまして、その意味するところは、ハンセン病

訴訟などのように、国民の権利侵害の訴えがあるにもかかわらず国会が過失によって少数者の人

権救済に必要な立法あるいは法改正をしなかったという場合であって、今日、主権者国民の間に

改憲の具体的内容について合意があるわけでなく、国民投票制度がないことで国民の憲法改正権

が侵害されているわけではないという点で、不作為というのは成り立たないんじゃないかという

ふうに思っています。 
 それから、さまざまな権利の問題で、この憲法に対してさらにいろいろなことを書き込む必要

があるじゃないかという御意見ですが、それについては、私、個々には時間がないとおっしゃっ

ているので申し上げませんが、現憲法の中でその条項を生かす中できちっとやっていくというこ

とが基本だと考えておりますので、そういう中で、きちっと、大いに憲法を生かすという議論を

国会でもやっていったらいいんじゃないかというふうに考えております。 
 
（略） 

 
◆中山委員長 次に、笠井亮君。 
○笠井委員  

私からは斉藤委員に幾つか伺いたいと思います。 
 先日、大阪で民間の公開討論会の場がありまして、御一緒しましたが、その際に、公明党とし

て、九条を最大の論点として加憲論議を進められている、そして、加憲の道筋を定めるべく早期

に国民投票法案を成立させたいというふうにおっしゃったように私は記憶しておるんですけれど

も、そこで伺いたいんですが、加憲の道筋を定めるべくとおっしゃるのはどういう意味なのか。



公明党が考えていらっしゃる加憲の実現ということと、そのための手続である国民投票法案の実

現というのが一体的、連続的にイメージされているのか、その辺についてはどういうふうにお考

えなのか、伺いたいんですが。 
◆斉藤（鉄）委員  

ありがとうございます。 
 笠井委員のその理解は間違っております。そのときに私が大阪で申し上げましたのは、我々は

加憲の立場をとりますと。したがいまして、その加憲ということを考えれば、当然憲法改正につ

いての手続法を定めなくてはいけないということをまず申し上げた上で、憲法改正で憲法九条が

大きな論点になるというのは皆さん衆目の一致するところで、この憲法九条について加憲という

のはどういう意味を持つのか、こういうお話をさせていただいたつもりでございます。 
 一項、二項についてはこれを堅持し、三項について自衛隊の性格を明確にするもの、また、国

際貢献について明示すべきかどうか、その議論を党内で行っている、このような道筋で話をした

と思っておりまして、憲法九条加憲のための道筋としての国民投票法案、こういう筋道で話をし

たつもりはございません。 
 
○笠井委員  

間違っているとおっしゃっても、私は今伺っていて、加憲を実現するということと、そのため

の手続である国民投票法案というふうに今もおっしゃったので、その流れは今おっしゃったと思

うので、同じことを私も大阪で聞いたなと今思ったんです。 
 では、さらに伺いますが、公明党が今九条の問題で加憲をいろいろ議論されているということ

でしたけれども、まず、現憲法について公明党は三原則ということを言われていますよね、国民

主権主義、恒久平和主義、基本的人権の保障が大事だと言われているわけですが、そのもとで九

条の今日的意義についてはどのように考えていらっしゃるんでしょうか。 
    〔委員長退席、枝野委員長代理着席〕 
◆斉藤（鉄）委員  

憲法の三原則についてこれを堅持するという立場でございまして、その一つの柱であります平

和主義、その平和主義としての憲法九条を高く評価しているという基本的な姿勢に立っておりま

す。それでお答えになるかと思いますけれども。 
 あと、先ほどの、前の質問に対しての補足をさせていただきますと、今回、憲法改正、我々は

加憲という立場をとっておりますが、加憲の対象として憲法九条が一つの主要な議論の対象にな

る、これは先ほど申し上げましたが、最大の課題である、これこそ改正の眼目であるという意味

では私は申し上げておりませんので、その点を確認させていただきたい。ほかにも重要な項目は

たくさんあるということでございます。 
 
○笠井委員  

いずれにしても、九条をも加憲の議論の対象として議論を深めていくと。慎重に検討されると

いうわけでありますよね。 
 では、具体的には、九条を高く評価しながら何をつけ加えようという検討をされているのか。

公明党の加憲ということでいいますと、それによって何が変わるというふうになるんでしょうか。 
◆斉藤（鉄）委員  

先ほど申し上げましたように、一項、二項、平和主義そして戦力不保持、これについては堅持

をする。 
 しかしながら、党内の議論で、この文章だけでは自衛隊が合憲であるとの明確な意味が少し出

てこないのではないか、不明確であるのではないか、したがって、自衛隊の存在を明確にすると

いう意味で第三項を書き加えた方がいいのではないかという議論があります。また、それに関連



して、自衛隊の国際貢献ということについてもその中に書き加えたらどうか。また、集団的自衛

権についても、これは有しないということを第三項で明確にするということについても議論すべ

きではないか等の議論があって、そこがまさに加憲の対象とすべきかどうかという議論の中心で

ございます。 
 
○笠井委員  

今、自衛隊の存在の明記ということと我が国の国際貢献というお話で、あり方を書き込むとい

う検討をされていると。自衛隊の存在と国際貢献ということで検討されていると言われましたけ

れども、例えばイラク戦争のような場合に、戦闘地域で米軍とともに武力行使するというような

ことについても、場合によっては可能になるというような加憲ということなんでしょうか。 
◆斉藤（鉄）委員  

現在の自衛隊のイラク派遣が武力行使だとは考えておりません。国際平和貢献の一つとして考

えておりますので、その点は明確にしておきたいと思います。 
 そのことを確認した上で、海外での武力行使が可能になる第三項のつけ加えというようなこと

は全く考えておりませんし、それからもう一つ、これも明言したことですけれども、もう一度確

認しておきますが、第三項を加えるかどうかということ自体も議論の対象になって、現在の第一

項、第二項で十分だという議論もあるということもつけ加えさせていただきます。 
 
○笠井委員  

今、日米安保とか日米同盟ということがいろいろ言われていて、その強化とか米軍再編という

話もありますよね。それで米軍と自衛隊が一体的に位置づけられるという話も出てきているわけ

ですけれども、公明党はそういう加憲という議論の中で自衛隊の存在を憲法に書き込むというよ

うなことも検討されるということでしたけれども、日米安保とか日米同盟については憲法上どう

位置づけようとされているのか。あるいは、どんなふうに考えていらっしゃるのか、憲法との関

係というのを。 
◆斉藤（鉄）委員  

日米安全保障条約は我が国の憲法と矛盾しない、このように位置づけております。また、憲法

と矛盾しない、また日米安全保障条約の中に位置づけられる自衛隊という形での自衛隊、それは

当然憲法九条に論理的整合性を持つ存在、このように位置づけております。 
 
○笠井委員  

一言です。矛盾しないというのはどこに根拠があるんでしょう、現在の憲法で日米安保という

のは。 
◆斉藤（鉄）委員  

その矛盾しないという根拠……（笠井委員「憲法上どこに根拠があるんでしょうということな

んですが、安保というのが」と呼ぶ）ですから、憲法九条の平和主義と自衛隊の持つ専守防衛と

いう考え方と、そして、日米安全保障条約に基づいて、その憲法の許される範囲の中で安全保障

条約の中の役割を担うということにおいて矛盾しない。そのことは、まさに憲法九条そのものに

根拠があるわけでございます。 
 
○笠井委員  

 私は根拠ない話だなというふうにもともとこの問題で思っているんですが、この問題はいずれ

また別の機会に議論させていただきます。 
 時間になりましたので、きょうは前提の問題を幾つか伺いました、終わります。 
 



（略） 

 
◆滝委員  

国民新党・日本・無所属の会の滝実でございます。 
 なかなか、議論があっち行ったりこっち行ったりして散漫的になるかとも存じますけれども、

よろしくお願いを申し上げたいと存じます。 
 まず、笠井委員に、せっかく基調的な報告をいただきましたので、お尋ねをさせていただきた

いと思います。 
 今も議論がございましたように、国民的な関心を呼ぶというのは、国民投票というある意味で

は枠組みのテーマでございますから、なかなか難しい問題だろうと思います。その中で、私は、

中身の問題とこの国民投票制度とを混同させると非常に議論がややこしくなるという思いがいた

しておったんでございますけれども、笠井先生が、いろいろ、最初から最後まで九条問題に絡め

ての議論はそれなりに国民的な関心を訴える一つのてこになるかなと思って拝聴いたしておりま

した。 
 しかし、あくまでも国民投票制度というのは枠組みの話ですから、そこのところを中心にして

これからどうやって理解を得ていくかということになってまいりますと、やはりある程度国民投

票制度というものはどういう枠組みで行うべきかという具体的な案をお示ししないと、国民から

見て一体何を議論しているんだろうかということだろうと思いますし、ＮＨＫの世論調査にもあ

らわれておりますように、全く国民はわけのわからないまま、取りまとめだけ急がれているとい

うような印象を与えるんじゃなかろうか。私は、やはり、この投票制度の枠組みをある程度きち

んとした上で、国民の皆さん方に、どう反応するのか、どう受けとめるのかということを問い直

した方がいいように思うんです。 
 今まで具体的に出ているのは、自民党、公明党でございますから、与党から出ております国民

投票法案だけが出ているんですけれども、その国民投票法案も、前回、保岡委員から御提案がさ

れていましたように、大分変わってくる。こういう中で、改めて国民の皆さん方の理解を得るた

めにはもう少し具体的な案を出していかないと、国民は全く関心を持たないし、国民不在で議論

がされているという印象しか残らないと思いますけれども、そういったことについてはどういう

ふうにお考えでしょうか。 
○笠井委員  

ありがとうございます。 
 今お話があった、手続法である国民投票制度と憲法改正の中身の問題を混同させるとややこし

いというお話があって、私もややこしいと思うんです。私が混同させているんじゃなくて、私が

非常に感じているのは、与党というか自民党は、民主党も提言という形ですが、出されちゃって

いるわけですよね、そういうことが全くないときに国会で議論するのであれば、ある意味やりよ

うがあるのかもしれません。私自身の思いですからあれですけれども。 
 ただ、現実に国民の前には、国民投票法案というよりも、それより先に改憲案、具体的中身が

出て、九条という問題も含めて、中心としながらというふうに私は申し上げましたけれども、出

ている中で、さて、制度はどうしましょうという話が出てくると、これは混同しちゃうというか、

ややこしくなっちゃうのは国民の側だ。 
 つまり、本当に純粋に制度ということで、とにかくこういうのは必要だということで議論する

んだったら、それはまた中立公正にいろいろやりようはあると思うんですが、議論もいろいろや

り方があると思うんですが、片や出しながらこの法案を提案するということになりますと、これ

は本当に公平中立のあれができるのかという、逆にそっちの方の疑問が国民からいっぱい出てく

るし、混同するんじゃないか。 
 国民から見れば、やはりこの憲法を変える必要があるなと。将来、いつの時期かわかりません



が、本当にそういう機運が高まったときに、私どもも例えば自衛隊や天皇制の問題だって、それ

はいずれ国民が総意や合意する中でどういう形にするかということで憲法を変えるという時期が

来るかもしれない。変えようとなったときにはやはり必要な手続が要るよね、そのときに九十六

条だからということでやればいいのかなというふうに思っているということです。 
 
◆滝委員  

恐らく率直な疑問は何遍も笠井委員には寄せられていると思うんでございますけれども、この

九条の問題を何としても守りたい、守る必要があるということであれば、この際、基本的に国民

投票でその賛否を問うということがなぜぐあいが悪いのかということが余り知られていないよう

にも思うんです。 
 私は、今の日本国憲法が外から与えられたから悪いとか、そう言うつもりはございませんけれ

ども、少なくとも、笠井委員がおっしゃるように、九条は国家の基本的な枠組みとしてこれを変

えてはいけないというのならば、やはりそれは国民が判断をする機会を与えてあげてもいいのじ

ゃないだろうかなという感じがあります。それについて、今までもいろいろ説明されていると思

いますけれども、改めてお伺いしたいと思うんです。 
○笠井委員  

先ほども、冒頭の発言の中で申し上げたのですが、国民が九条を変えてはならないと思ってい

るのであれば、国民投票は必要と思っていないということになりますので、別にやらなくていい

ということになると思うんです。要するに、そういうことに尽きるんじゃないかと私は思います。 


